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沼田市商店街街路灯維持管理費補助金交付要項 

令和７年４月１日から適用 

（令和７年６月９日一部改正） 

 

この補助金の交付目的、内容、交付手続等は次のとおりです。 

交付目的 街路灯の維持管理を行う街路灯組合、又は区に対し予算の範囲内において補

助することにより、街路灯の適正な維持管理を支援し、商店街の活性化や安心・

安全なまちづくりに寄与することを目的とします。 

用語の定義 １ 街路灯 商店街の振興を目的として、街路灯組合が商店街に設置し、又は設

置した街路のための照明施設 

２ 街路灯組合 複数の商店で組織された街路灯の設置及び維持管理を行う団

体で、沼田市暴力団排除条例（平成２４年条例第２１号）第２条に規定する暴

力団及び暴力団員等の反社会的勢力、又は反社会的勢力と関係を有するもので

ないもの 

３ 区 沼田市一般行政事務の委託に関する規則（昭和６１年規則第１号）第２

条第１項に定める区（いわゆる行政区）のうち、街路灯組合から街路灯を移管

された区 

補助対象者 街路灯組合又は区 

交付の対象

となる事業

及び経費 

 補助対象者の責任において維持管理する街路灯で、年度末までに工事が完了

し、かつ工事代金の支払いを終える事業（新設・改修・撤去）の事業費（電力供

給事業者への届出が必要な場合はその経費を含む。）。 

 ただし、上記の事業であっても、次のいずれかに該当する場合は補助対象とな

りません。 

（1）市その他の団体の補助金の交付決定を受けている事業 

（2）この補助金の交付決定以前に着工や着手している事業 

（3）新設後５年を経過しない対象設備に係る事業 

（4）過去５年間に本補助金を活用し、改修を行った街路灯に係る事業 
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交付金額  補助率及び上限額は、次に掲げる表のとおりです。 

区分 補助率 １基あたり

の上限額 

１団体あたり

の年度内補助

上限額 

新設 新設に要する経費 

(街路灯組合に限る。) 

１／２ 

１５万円 

５０万円 

改修 
（1 基ご
とに複数
の改修の
場合の補
助金額は
合 計 と
し、１基
あ た り
7.5 万を
上限とす
る） 

電球の交換 ３万円 

かさの交換 ４万円 

センサーの交換 ３万円 

支柱の補修 ５万円 

支柱の更新 ７万５千円 

水銀灯のＬＥＤ化 ５万円 

撤去 撤去に要する経費 ５万円 

※新設・改修・撤去のいずれも、補助金額は千円未満の端数は切り捨てとしま

す。 

※多灯式（２灯式・３灯式など）の街路灯の電球及び電球のかさの交換について

は次のとおり取り扱います。 

（1）自然災害による破損等の場合 電球及び電球のかさ１灯ずつを補助の対象

とします。 

（2）経年劣化による破損等の場合 電球及び電球のかさ１式を補助の対象と

し、１灯（または２灯）のみを改修した場合、対象設備につき、改修後１０

年間は補助の対象としないものとします。 

 

※既存の街路灯の移設に要する経費は、その経費全額を新設の区分で補助金額

を算定します（撤去は対象外）。 

※既存の街路灯の器具一式（支柱を含む。）を撤去し、同地に新規機材一式を設

置する場合には、新設の区分で補助金額を算定します（撤去は対象外）。 

交付条件 １ 実施しようとする事業において、他の法令において定める制限がある場合

には、それぞれに適合したものでなければなりません。 

２ 補助対象者は、補助事業が予定の期間内に完了する見込みがない場合は、

速やかに報告しなければなりません。 

３ 補助対象者は、補助事業等に係る収入や支出を明らかにした書類、帳簿を

５年間保存し、提出を求められた場合はこれに応じなければなりません。 

４ 補助対象者は、沼田市補助金等に係る予算の執行の適正化に関する規則（昭

和４４年規則第２６号）、本交付要項及び交付決定通知書に附された条件を遵

守し、事業を行わなければなりません。 

５ 補助対象者は、事業実施後５年間は、補助対象事業物について、補助金の目
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的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはなりませ

ん。 

６ 補助対象者は、補助事業により取得し、又は改修したものについて補助対

象者の責任において維持管理しなければなりません。ただし、目的に照らし、

区等に移管する場合にはこの限りではありません。 

７ 補助対象者が課税事業者（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第９条第

１項の規定により消費税を納める義務が免除されている事業者以外のもの）で

ある場合は、この補助金に基づき実施する事業の仕入に係る消費税等相当額

（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法に規

定する仕入に係る消費税として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法

に規定する地方消費税率を乗じて得た金額の合計額をいいます。以下同じ）を

減額して申請しなければなりません。ただし、申請時において、当該補助金に

係る消費税等仕入控除額が明らかでない場合は、この限りではありません。 

８ 補助対象者は、原則として市内の事業者（沼田市内に本社・支社等を有する

事業者）に工事を発注することとします。ただし、市内の事業者２者を含む３

者から見積を徴した結果、市外の事業者の見積額が最も低い場合には、市外の

事業者に工事を発注できることとします。 

  また、総事業費が２０万円以下の少額の工事、又は街路灯の撤去工事を単独

で実施する場合に限り、市内の事業者に発注することを条件に１事業者の見積

書の添付であっても申請可能とします。 

事前協議  当該年度の９月末日までの間で交付申請前に事前協議を行いますので、９月

１０日までに次の書類を提出してください。事前協議書提出後、担当課と市役所

内関係課（※）との協議を行います。必要に応じて工事予定地において組合代表

者（又は担当者）立会による現地調査を行うこともあります。 

(1) 交付申請事前協議書（様式第１号） 

(2) 事業計画書（様式第４号） 

(3) 収支予算書（様式第５号） 

(4) 見積書（１者以上）の写し 

(5) 設置予定位置図 

(6) 道路占用許可書の写し（既に許可を受けている場合） 

(7) 管轄区域の区長の同意書の写し（撤去の場合） 

(8) 市長が特に必要と認める書類 

（事前協議後「交付申請事前協議済通知書（様式第２号）」を交付しますので、

交付申請書等を提出してください。必要に応じて、事業内容の見直しを依頼

します。） 

（※：工事予定地の状況により防犯灯・道路管理・都市計画・景観所管課など） 

交付申請の

方法、時期等 

 事前協議後、当該年度の１０月末日までの間で補助事業に着手する前に、次の

書類を提出してください。 
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 なお、受付期間中に本補助金が予算額に達した場合には、補助金の受付を取り

止めることとします。 

(1) 交付申請書兼誓約書（様式第３号） 

(2) 事業計画書（様式第４号） 

(3) 収支予算書（様式第５号） 

(4) 見積書（市内事業者３者以上、若しくは市内２者を含む３者以上） 

 （総事業費が２０万円以下の事業は市内事業者１者以上） 

(5) 設置予定位置図 

(6) 補助対象者の概要書 

 ア 団体の会則 

  イ 会員名簿（役員の記載のあるもの） 

(7) 同意書、又は移管証明書（街路灯が街路灯組合から区に移管されたことが

分かる書類の写し（区の申請の場合） 

(8) 道路占用許可書の写し（許可申請が必要と認められる場合） 

(9) 消費税等課税区分届出書（様式第７号）（免除事業者以外） 

(10) 管轄区域の区長の同意書の写し（撤去の場合） 

(11) 市長が特に必要と認める書類 

交付決定の

時期等 

１ 交付申請書等受理後２０日以内に、審査等を行った上で、補助金の交付の

可否、金額、条件等を決定し通知します（様式第８号）。 

２ 原則として補助金の交付可否決定前に工事を発注し、着工することはでき

ませんが、やむを得ない事由により補助金の交付可否決定前に工事を発注

し、着工する場合には、補助金交付可否決定前の着工開始に関する同意書（様

式第６号）を提出してください。 

 なお、交付申請書の審査等を行った結果、補助金が不交付となった場合に

は、補助金の支払いはできませんのであらかじめご了承ください。 

対象事業が

変更、中止又

は廃止とな

った場合の

手続 

１ 補助対象者は、次に掲げる事項のいずれかに該当する場合には、あらかじ

め、市長の承認を受けなければなりません。 

（1）補助事業に要する経費を変更（補助対象経費における１０％以内の減額変

更を除く。）しようとする場合 

（2）補助事業の内容を変更（補助事業の目的及び効果に影響しない程度の軽微

の変更を除く。）しようとする場合 

（3）補助事業を中止、又は廃止しようとする場合 

２ 変更等を行う場合は、次の書類を提出してください。 

（1）変更等承認申請書（様式第９号） 

（2）変更収支予算書（様式第１０号） 

（3）その他市長が必要と認める書類 

３ 補助事業が予定の期間内に完了する見込みがない場合には、速やかに市長

に報告しその指示を受けなければなりません。 
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変更等承認決

定の時期等 

 変更等承認申請書を受理した日から２０日以内に、変更の承認可否を決定し、

通知します。 

実績報告書

の提出 

１ 事業年度の３月３１日までに事業を完了し、事業が完了した日から３０日

以内又は翌年度４月３０日のいずれか早い日までに、次の書類により報告して

ください。 

(1) 実績報告書（様式第１２号） 

(2) 事業実績書（様式第１３号） 

(3) 収支決算書（様式第１４号） 

(4) 設置位置図 

(5) 支出に関する書類 

ア 契約書の写しまたは請負書の写し 

イ 領収書の写し又は口座振込申込書控えの写し 

(6) 写真（施工前、施工中及び施工後） 

(7) その他市長が必要と認める書類 

【注】収支決算書に、市の補助金の充当先と内容を明示してください。 

２ 提出された書類の審査等を行い、補助金額を確定し、通知します。 

請求の方法、

支払時期等 

１ 実績報告書（様式第１２号）を提出し、補助金額が確定した（沼田市商店街

街路灯維持管理費補助金額確定通知書（様式第１６号）受理）後、補助金交付

請求書（様式第１７号）により請求してください。 

２ 上記請求書の内容を審査し、補助金交付請求書を受理した日から３０日以

内に支払います。 

交付決定の

取消し又は

補助金の返

還 

 

１ 次の場合は、補助金の交付決定の全部又は一部が取り消されます。  

(1) 虚偽の申請その他不正の手段により交付決定又は交付を受けたとき。  

(2) 補助金を他の用途に使用したとき。  

(3) この要項、交付決定の内容及びこれに付した条件に違反したとき。  

２ 次の場合は、指定された期限までに、補助金を返還しなければなりません。 

(1) 補助金の交付を受けた後、補助金の交付決定を取り消された場合、取消し

に係る部分の金額  

(2) 交付を受けた補助金額が、交付の対象となる事業及び経費の実績額に基づ

き積算し、確定した金額を超える場合、超える部分の金額  

【注】消費税等課税区分届出書による課税事業者は、この補助金に基づき実施

する事業の仕入れに係る消費税相当額を減額しないで交付申請及び実績報告

を行った後に、消費税及び地方消費税の申告により当該事業の仕入れに係る

消費税相当額が確定した場合は、消費税等仕入控除税額報告書（様式第１５

号）を速やかに提出し、対象外経費となる仕入れに係る消費税等相当額に相

当する額を返還しなければなりません。 
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維持管理体

制の変更 

 

補助対象者は、補助事業により取得したものについて、譲渡し、交換し、設置

場所を移転し、又は廃棄しようとする場合には、速やかに市長の承認を得なけれ

ばなりません。 

ただし、事業を実施した年度の翌年度から５年間を経過した場合は、この限り

ではありません。 

申請書等の

様式 

 

１ 交付申請事前協議書（様式第１号） （※） 

２ 交付申請事前協議済通知書（様式第２号） 

３ 交付申請書兼誓約書（様式第３号）（※） 

４ 事業計画書（様式第４号）（※） 

５ 収支予算書（様式第５号）（※） 

６ 補助金交付可否決定前の着工開始に関する同意書（様式第６号）  

７ 消費税等課税区分届出書（様式第７号）（※）  

８ 沼田市商店街街路灯維持管理費補助金交付（不交付）決定通知書（様式第８

号） 

９ 変更等承認申請書（様式第９号） （※） 

10 変更収支予算書（様式第１０号） （※） 

11 沼田市商店街街路灯維持管理費補助金変更等承認（不承認）通知書（様式第

１１号）  

12 実績報告書（様式第１２号） （※） 

13 事業実績書（様式第１３号）（※）  

14 収支決算書（様式第１４号）（※）  

15 消費税等仕入控除税額報告書（様式第１５号）（※） 

16 沼田市商店街街路灯維持管理費補助金額確定通知書（様式第１６号）  

17 補助金交付請求書（様式第１７号）  

 

（（※）の書類については、押印を省略することができます。押印を省略する場

合は電子メールによる提出も可能です。 

 


